










要約:昭和 61 年に大学、医療機関、県、保健所、市町村の関係者により、山口県の母子保

健の現状と問題点を保健婦を中心とした母子保健活動、医療機関による周産期医療、県で

実施している障害児の療育システムの運用について分析・検討し、今後改善・整備すべき

事項が明確にされた。 

昭和 62 年度は、市町村と保健所の行う事業を明確にした上で、それらが円滑に推進される

ための関連機関の役割等を検討し、保健活動では、保健事業と実施主体、整備・改善すべ

き事業、地区組織、情報システム、周産期医療では、新生児及び妊産婦救急医療体制、周

産期保健・医療情報システム、療育システムでは早期発見対策、総合療育システムの質的

向上について、'関係機関・団体等と意見調整を図りながら基本計画を作成し、早急に対応

出来るものにういては若干の改善を行った。 


